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項 02

目 01

A

諸収入外

一般会計

小事業 道路橋りょう総務費 土木費

事業開始年度 令和2年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B

地　方　債 0 円

そ　の　他 5,000 円

一 般 財 源 18,974,000 円

事業費 国・県支出金 地方債

予算に関する説明書ページ数 P61

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 道路橋りょう総務費

当 初 予 算 額 18,979,000 円

目
的

市道の認定や道路改良等に伴う台帳の補正
や整備を行い最新の基礎資料とする。道路
賠償責任保険へ加入し、市道の管理瑕疵に
よる事故に対応する。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

【道路橋りょう総務】 2,979,000円 0円 0円 5,000円 2,974,000円

一般財源

1.3人役 9,457,500 円 総事業費　　A+B 28,436,500 円

【事業名称】 その他

　市道の新規認定や改良等に伴う道路台帳の補正及び台帳図データ化を行い、基礎資料となる道路台帳を整備す
る。

【道路台帳整備事業】 16,000,000円 0円 0円 0円 16,000,000円

　道路賠償責任保険へ加入し、市道の瑕疵により事故が起きた際の対応とする。また、地域活動・ボランティア活
動中の事故に対して補償を行うため賠償責任保険に加入する。
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目 02

A

国
県

諸収入

　舗装の打ち換え・区画線・カラー舗装・防護柵設置等を実施し、安全な通行を確保する。

　道路法面、及び土工構造物点検を実施し、第三者被害の未然防止を図る。

500,000円 0円 0円 500,000円

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 道路維持費

予算に関する説明書ページ数 P63

当 初 予 算 額 200,846,000 円

目
的

市道の維持管理・修繕・除雪等を行い、安
全で円滑な道路網を確保する。

財
源
内
訳

国・県支出金 22,237,000 円

地　方　債 過疎外 61,300,000 円

土木費

事業開始年度 令和2年度 道路橋りょう費

事業進捗度(年度末目標） － 道路維持費

総事業費　　A+B 221,216,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

そ　の　他 6,000 円

一 般 財 源 117,303,000 円

人件費コスト  B 2.8人役 20,370,000 円

　市内一円の市道について、適切な維持管理・補修・修繕を実施し、安全で円滑な道路網の確保を図る。

【道路環境整備（舗装修繕）事業】 55,000,000円 0円 53,000,000円 0円 2,000,000円

【道路維持事業】 86,711,000円 0円 0円 6,000円 86,705,000円

【除雪業務】 31,045,000円 4,010,000円 0円 0円 27,035,000円

【道路ストック総点検事業】 2,000,000円 1,060,000円 0円 0円 940,000円

　冬季における交通手段を確保するため、バス路線及び通勤・通学路線を中心に、除雪路線として指定した市道の
除雪及び凍結防止剤の散布を行う。

　除雪体制を確保するため、老朽化した除雪車等を計画的に更新する。令和2年度は、6ｔ級除雪ドーザ1台、8ｔ級
除雪ドーザを1台購入し、広瀬町奥田原地区、伯太町赤屋地区に配置する。

【除雪車整備事業】 25,090,000円 16,667,000円 8,300,000円 0円 123,000円

　除雪機械の運転手となる人材の確保と後継者育成を支援するため、除雪機械の運転に必要な資格取得に係る費用
の一部について補助金を交付する。
　●補助対象者　市の除雪業務を受託している市内建設業者等で、50歳未満の従業員
　●補助率　　　資格取得にかかった経費の3分の2以内の額
　●限度額　　　10万円

【除雪機械運転資格取得支援事業】 1,000,000円

6ｔ級除雪ドーザ

マルチプラウ
8ｔ級除雪ドーザ

マルチプラウ
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目 02

A

国

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 道路維持費

当 初 予 算 額 36,600,000 円

目
的

市道法面の落石・土砂崩れ等の防止対策を
施し、交通の安全を確保する。

財
源
内
訳

国・県支出金 17,490,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 道路災害防除事業費 土木費

事業開始年度 令和2年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.7人役 5,092,500 円 総事業費　　A+B 41,692,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共外 17,100,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 2,010,000 円

　市道法面の危険箇所について、落石・土砂崩れ等の防止対策を実施することにより、市道の安全な通行を確保す
る。

【災害防除事業】 36,600,000円 17,490,000円 17,100,000円 0円 2,010,000円

一般財源
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A

諸収入

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 道路新設改良費

当 初 予 算 額 49,172,000 円

目
的

幹線道路への接続、交通渋滞の解消、付近
の農業及び地場産業の活動を支援する道路
網の整備により、機能的交通体系の形成を
図る。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 一般市道改良費 土木費

事業開始年度 令和2年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 1.2人役 8,730,000 円 総事業費　　A+B 57,902,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎外 35,300,000 円

そ　の　他 7,000 円

一 般 財 源 13,865,000 円

　まちづくりの基盤となる交通アクセスの確立を目指し、道路整備計画の中で緊急性・重要性の高い路線から整備
を行い、地域の交通体系の諸問題解消に努める。
　令和2年度は、吉佐町内線、実松2号線、細井佐久保線外2路線の道路改良工事及び測量設計委託業務等を行う。

【一般市道改良費】 49,172,000円 0円 35,300,000円 7,000円 13,865,000円

一般財源
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項 02

目 03

A

　令和2年度に県が施工する土木事業に対し費用負担する事により、生活基盤の整備促進を図る。

　●急傾斜地崩壊対策事業（社会資本整備総合交付金事業）・・・負担率５％

　　目谷地区（旧広瀬幼稚園裏）

　●急傾斜地崩壊対策事業（県単独事業）・・・負担率１／３

　　月形神社地区（荒島町）

　●街路事業（社会資本整備総合交付金事業）・・・負担率７．５％

　　都市計画道路飯島線

目谷地区急傾斜地崩壊対策事業

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 都市政策課

事業進捗度(年度末目標） － 道路新設改良費

当 初 予 算 額 10,000,000 円

目
的

県が施工する工事に対し費用負担する事に
より、生活基盤の整備促進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 県事業負担金費 土木費

事業開始年度   令和2年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.2人役 1,455,000 円 総事業費　　A+B 11,455,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共 9,000,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 1,000,000 円

【県事業負担金】 10,000,000円 0円 9,000,000円 0円 1,000,000円

一般財源
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項 02

目 03

A

国

　市街地を重点に生活道路、通学路における交通安全対策を進め、歩行者の交通安全確保を図る。

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 道路新設改良費

当 初 予 算 額 10,000,000 円

目
的

交通安全施設の新設・補修を行い、交通環
境の整備と交通事故の発生防止に努める。

財
源
内
訳

国・県支出金 1,166,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 交通安全施設整備事業費 土木費

事業開始年度 令和2年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.6人役 4,365,000 円 総事業費　　A+B 14,365,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共外 6,100,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 2,734,000 円

　カーブミラーや防護柵の設置、照明灯修繕、区画線修繕など交通安全施設の新設・補修を行い、市道交通環境の
整備・改善を図る。

【交通安全施設整備事業】 8,000,000円 0円 5,400,000円 0円 2,600,000円

一般財源

【交通安全対策事業】 2,000,000円 1,166,000円 700,000円 0円 134,000円

交通安全対策

（区画線補修、カラー舗装設置）

交通安全対策

（カーブミラー設置）
交通安全対策

（区画線補修、カラー舗装設置）

交通安全対策

（カーブミラー設置）
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A

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 25% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 26,200,000 円

目
的

雲南方面や広瀬方面からのアクセス道路で
あり、安全性の高い道路として整備を行
う。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 杉谷線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成28年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.6人役 4,365,000 円 総事業費　　A+B 30,565,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 辺地 26,200,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 0 円

　本路線は、国道432号線と主要地方道安来木次線とを結ぶ一級市道であり、主要幹線道路へ通じる唯一の生活道
路である。未改良区間においては突角により視距が悪く、また、通学バスや冬季の除雪作業車等がすれ違う箇所が
少なく、安全性の高い道路として整備が急がれる。
　これまで、4期にわたり3.5㎞を改良してきた。残る奥田原地区までの2.6㎞の未改良区間の内、平成28年度から5
期区間の約0.88㎞の改良を進めている。令和2年度は盛土工、排水構造物工及び保安林解除を行う。

【杉谷線道路改良事業】 26,200,000円 0円 26,200,000円 0円 0円

一般財源
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項 02

目 03

A

負担金

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 100% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 78,000,000 円

目
的

県事業である木戸川改修事業に併せ、既設
橋改修を行い、河川断面を確保する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 木戸川東線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成22年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 1.1人役 8,002,500 円 総事業費　　A+B 86,002,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共 56,700,000 円

そ　の　他 15,000,000 円

一 般 財 源 6,300,000 円

　木戸川総合流域防災事業による河川改修工事との共同施行により、既設橋梁を洪水時の防災に対応した構造に改
築し架け替える。令和2年度については、木戸川上橋架け替え工事の県事業負担金及び県事業に伴う既設横断水路
の移設補償工事のための測量設計及び用地測量業務を行う。

【木戸川東線道路改良事業】 78,000,000円 0円 56,700,000円 15,000,000円 6,300,000円

一般財源
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目 03

A

国

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 40% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 269,930,000 円

目
的

小中学校の通学路であるが、幅員が狭く歩
道も未整備な箇所があるため、児童生徒の
通学時の安全を確保し、県が進めている安
来木次線の整備に併せ、両側歩道を有する
路線として整備を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 151,580,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 安来港飯島線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成27年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 3.0人役 21,825,000 円 総事業費　　A+B 291,755,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共外 106,400,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 11,950,000 円

　本路線は安来市内を東西に連絡する補助幹線道路である。当路線の沿道に小中学校があり、通学路として多数の
児童・生徒が利用しているが交通量も多く非常に危険な状況であることから、児童・生徒の通学時の安全確保等が
急務となっている。
　このため、本事業により両側歩道及び車道の拡幅整備を行い、安全かつ快適な交通の確保を図る。
　令和2年度は、用地取得に併行して一部改良工事(盛土工･水路工･仮設道路工)を実施する。

【安来港飯島線道路改良事業】 269,930,000円 151,580,000円 106,400,000円 0円 11,950,000円

一般財源
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A

国

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 100% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 102,500,000 円

目
的

安来市と松江市を結ぶ重要路線であり、国
道9号線の迂回路としての機能を有する道
路として整備を行い、交通渋滞の緩和を図
る。財

源
内
訳

国・県支出金 50,721,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 山根１号線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成21年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 1.3人役 9,457,500 円 総事業費　　A+B 111,957,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 51,700,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 79,000 円

　本路線は、県道広瀬荒島線と市道久白意東線を結ぶ路線である。また、安来市と松江市を結ぶ重要路線であり、
国道9号線で事故・災害等により通行止めが生じた場合に迂回路の機能を有する道路として整備を行う。
　令和2年度は盛土工、舗装工、水路工及び既存の県道(市道)への取付工事を実施する。

【山根1号線道路改良事業】 102,500,000円 50,721,000円 51,700,000円 0円 79,000円

一般財源
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A

国

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 25% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 24,500,000 円

目
的

対面交通が可能な道路整備により、交通の
安全が図られるとともに、地区間の往来に
寄与する。

財
源
内
訳

国・県支出金 11,925,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 黒鳥細井線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成28年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.6人役 4,365,000 円 総事業費　　A+B 28,865,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 12,500,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 75,000 円

　黒鳥地区と細井地区の往来の利便性を図るため、対面交通及び緊急車両の運行が可能な道路に整備する必要があ
る。令和2年度は用地測量、用地取得を実施する。

【黒鳥細井線道路改良事業】 24,500,000円 11,925,000円 12,500,000円 0円 75,000円

一般財源
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予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 22% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 5,200,000 円

目
的

現在行き止まりの道路であるが、上吉田地
区と大塚地区の往来の利便性を図るため、
重要なバイパス道路としてほ場整備事業に
併せて整備を行う。財

源
内
訳

国・県支出金 2,650,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 中谷１号線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成29年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円 総事業費　　A+B 8,837,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 2,300,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 250,000 円

　上吉田地区と大塚地区の往来の利便性を図るため、対面交通及び緊急車両の運行が可能な道路に整備する必要が
ある。令和2年度は掘削工、法面工等を実施する。

【中谷1号線道路改良事業】 5,200,000円 2,650,000円 2,300,000円 0円 250,000円

一般財源
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予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 60% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 23,200,000 円

目
的

沿線に児童養護施設がある、市道安来荒島
線と宮中川5号線を結ぶ市道であるが、緊
急車両の通行改善を図り災害時に備えた安
全性の高い道路として整備を行う。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 才下１０号線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 平成24年度 道路橋りょう費

一般財源

人件費コスト  B 0.6人役 4,365,000 円 総事業費　　A+B 27,565,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 23,200,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 0 円

　本路線の沿線には、児童養護施設があるが、緊急車両の通行が困難な区間があるため、安全性の高い道路として
早急に整備する必要がある。令和2年度は舗装工を実施する。

【才下10号線道路改良事業】 23,200,000円 0円 23,200,000円 0円 0円
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予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 7% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 14,200,000 円

目
的

本路線は、伯太町安田地区と母里地区を結
ぶ重要な路線であり、また新安来工業団地
（仮称）に接することから、今後は交通量
の増加が見込まれる。しかし、現在の道路
は通学路であるが歩道が未整備であるた
め、通学時の安全を確保するため歩道を整
備する。

財
源
内
訳

国・県支出金 7,579,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 原代宮内線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 令和元年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円 総事業費　　A+B 17,837,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 過疎 6,600,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 21,000 円

　本路線は、伯太町安田地区と母里地区を結ぶ重要な路線である。沿線には既存の工場等が点在し、今後は工業団
地も整備されるため、大型車両の交通量増加が見込まれる。しかし、現況の道路は歩道が未整備であり、歩行者が
非常に危険な状況であることから、早急な整備が必要である。令和2年度は用地測量及び一部用地買収、支障移転
工事を実施する。

【原代宮内線道路改良事業】 14,200,000円 7,579,000円 6,600,000円 0円 21,000円

一般財源
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大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） 7% 道路新設改良費

当 初 予 算 額 10,025,000 円

目
的

本路線は、下小竹地区と上小竹地区を結ぶ
重要な路線となっているが、幅員が狭いう
えに線形も悪く、対面交差が困難な状況と
なっている。幅員を拡幅し線形改良し、公
共交通の運行が可能となる利便性の高い道
路として整備する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 久之谷線道路改良事業費 土木費

事業開始年度 令和元年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 0.5人役 3,637,500 円 総事業費　　A+B 13,662,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 辺地 10,000,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 25,000 円

　下小竹地区と上小竹地区の往来の利便性を図るため、対面交通及び公共交通の運行が可能な道路に整備する必要
がある。令和2年度は用地測量を実施する。

【久之谷線道路改良事業】 10,025,000円 0円 10,000,000円 0円 25,000円

一般財源
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　高欄・ガードレール、路面凹凸等の主要部材以外の応急工事を順次行う。

　道路法により義務付けられた橋りょう点検を、島根県道路橋定期点検要領に則り1橋あたり5年に1度の頻度で実
施し健全性の診断を行う。点検結果は修繕計画に反映させる。今年度は200橋程度を目標として点検を行う。

予算に関する説明書ページ数 P63

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 橋りょう維持費

当 初 予 算 額 82,656,000 円

目
的

橋りょう長寿命化の点検及び調査を実施す
る。点検結果に基づいて、早急に修繕が必
要な橋りょうについて設計及び修繕工事を
実施する。財

源
内
訳

国・県支出金 44,891,000 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 橋りょう維持費 土木費

事業開始年度 令和2年度 道路橋りょう費

人件費コスト  B 1.3人役 9,457,500 円 総事業費　　A+B 92,113,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共施設 4,500,000 円

そ　の　他 20,000,000 円

一 般 財 源 13,265,000 円

　修繕計画に基づく修繕費の平準化を計りつつ、緊急性の高い橋りょうから順次修繕工事等を行い、橋りょうの安
全性を確保するとともに長寿命化を図る。

【橋りょう修繕事業】 53,000,000円 30,899,000円 1,800,000円 20,000,000円 301,000円

一般財源

【道路橋りょう長寿命化点検調査事業】 24,000,000円 13,992,000円 0円 0円 10,008,000円

【橋りょう維持事業】 5,656,000円 0円 2,700,000円 0円 2,956,000円

ロープアクセスによる点検状況 橋りょう点検車による点検状況

流下方向

全景（清井橋） 桁・床板部分の鉄筋露出流下方向 桁・床板部分の鉄筋露出
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　浸水の予防・高潮対策として排水樋門の点検・操作を行い、高潮による浸水を防いでいる。

　一級河川及び普通河川の草刈・土砂浚渫を行い、防災対策にあわせ環境美化を図る。

　浸水の予防・高潮対策として、西宮須地区に排水ポンプを設置し、高潮による浸水を防いでいる。

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 河川総務費

当 初 予 算 額 42,352,000 円

目
的

一級河川及び普通河川の維持管理等を行
い、防災対策にあわせ環境美化を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 14,000,000 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 河川総務費 土木費

事業開始年度 令和2年度 河川費

人件費コスト  B 0.7人役 5,092,500 円 総事業費　　A+B 47,444,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 28,352,000 円

【河川維持管理事業】 7,352,000円 4,500,000円 0円 0円 2,852,000円

一般財源

【河川浄化対策事業】 21,500,000円 9,500,000円 0円 0円 12,000,000円

【高潮対策事業】 1,500,000円 0円 0円 0円 1,500,000円

　河川改修により河川断面を拡幅する必要があり、県営事業として施工されている大塚地区農地整備事業（経営体
育成型）による非農用地（不換地見合い及び特別減歩見合い）の創設換地にて松実川河川改修用地を確保する。

【河川改修事業】 12,000,000円 0円 0円 0円 12,000,000円
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　国・県事業の促進のため関係機関との連絡調整を行い、早期促進が図られるよう要望活動、事業協力を行う。

また、高速道路網整備等の新規採択に向け、関係機関との協議、調整を行う。

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 都市政策課

事業進捗度(年度末目標） － 都市計画総務費

当 初 予 算 額 20,054,000 円

目
的

健全で秩序ある都市の発展、適正な土地利
用を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 都市計画総務費 土木費

事業開始年度  令和2年度 都市計画費

人件費コスト  B 2.2人役 16,005,000 円 総事業費　　A+B 36,059,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 15,020,000 円

一 般 財 源 5,034,000 円

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 都市政策課

【都市計画総務費】 20,054,000円 0円 0円 15,020,000円 5,034,000円

一般財源

　健全で秩序ある計画的な都市の発展、適正な土地利用を図るため、課題整理（現状把握、将来都市像の把握、対
象の選定、整備の必要性及び役割の検討）、土地利用規制対策等に関する事業を行う。
　令和2年度は、都市計画基礎調査作業、都市計画マスタープラン作成作業、和田南土地区画整理事業補助を行
う。
　和田南土地区画整理事業に対する補助は、市道予定道路(6m以上)の整備費の1/5
　※安来市和田南土地区画整理事業
　　施 行 者　　安来市和田南土地区画整理組合
　　施行面積　　10.7ヘクタール
　　施行期間　　平成28年6月～令和7年3月
　　事 業 費　　1,200,000千円

事業進捗度(年度末目標） － 都市計画総務費

当 初 予 算 額 8,067,000 円

目
的

国・県事業の推進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 道路交通網の充実
予
算
科
目

一般会計

小事業 国・県事業推進費 土木費

事業開始年度   令和2年度 都市計画費

人件費コスト  B 1.2人役 8,730,000 円 総事業費　　A+B 16,797,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,500,000 円

一 般 財 源 6,567,000 円

【国・県事業推進】 8,067,000円 0円 0円 1,500,000円 6,567,000円

一般財源
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　●ハーモニータウン汐彩分譲の状況（令和2年1月11日現在）

●年度別分譲状況 ●残区画

年度 件数 区画

H12 59 22

H13 10

H14 9

H15 8

H16 10

H17 19

H18 12

H19 4

H20 8

H21 3

H22 2

H23 0

H24 0

H25 6

H26 20

H27 1

H28 12

H29 1

H30 6

R01 17

計 207

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 都市政策課

事業進捗度(年度末目標） 90% 都市計画総務費

当 初 予 算 額 32,369,000 円

目
的

分譲期間中、住宅地貸付・定期借地権など
の施策、各種イベント・宣伝広告の実施及
び環境整備などを行うことによって分譲促
進を図る。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 住宅団地促進費 土木費

事業開始年度   平成12年度 都市計画費

人件費コスト  B 1.1人役 8,002,500 円 総事業費　　A+B 40,371,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 1,404,000 円

一 般 財 源 30,965,000 円

　定住化の促進、安来市の振興を図るため、汐彩住宅団地に住宅地貸付事業・定期借地権制度などの施策、宣伝広
告実施及び環境整備を行い、分譲を促進する。
　安来市土地開発公社との協定に基づき、分譲価格を抑制するため、市公社の事業資金借入金の支払い利子の補給
を行う。

【住宅団地促進費】 32,369,000円 0円 0円 1,404,000円 30,965,000円

一般財源

2,416.79 96,667,000

2,326.05 103,742,000

2,607.33 117,816,000

16,271.15 711,923,000 7,051.53 285,530,000

2,545.72 114,293,000

面積（㎡） 金額（円） 面積（㎡） 金額（円）

517.27 20,879,300

0.00 0

0.00 0

1,011.87 44,437,000

2,188.62 79,203,350

744.61 27,207,960

4,424.68 160,519,000

3,303.62 118,075,000

4,234.11 192,432,000

54,428.01 2,313,797,610

3,180.91 143,691,000

262.24 12,011,000

1,539.32 68,447,000

1,581.94 70,229,700

5,049.91 221,379,000

221.87 10,845,300
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予算に関する説明書ページ数 P65

土木費

事業開始年度 平成27年度 都市計画費

事業進捗度(年度末目標） 97% 都市計画総務費

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

中事業 公園・緑地の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 中海ふれあい公園整備事業費

そ　の　他 14,080,000 円

一 般 財 源 653,000 円

人件費コスト  B 1.1人役 8,002,500 円

当 初 予 算 額 74,733,000 円

目
的

新たな公園の整備を行い、市民の交流の場
と憩いのスペースを創設し、スポーツ振
興・健康増進を図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

地　方　債 過疎 60,000,000 円

【中海ふれあい公園整備事業】 74,733,000円 0円 60,000,000円 14,080,000円 653,000円

総事業費　　A+B 82,735,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

　中海ふれあい公園の造成工事（スポーツ広場（半面）・イベント広場・ランニングコース）及び、スポーツ利用
に必要な備品の購入などを行う。
　事業期間：平成27年度～令和3年度（7ヵ年）
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基金

  都市公園やその他の公園・緑地の維持管理に 併せ、各施設の改修・修繕を行う。

　　●主な公園・緑地

（都市公園） （その他公園・緑地）

　●安来公園 　●十神山なぎさ公園

　●安来運動公園 　●飯島工業団地緑地

　●うさぎ山児童遊園 　●三日月公園

　●広瀬中央公園 　●和田団地緑地公園

　●みさき親水公園 　　ほか

　●汐彩公園

　公園における老朽化した施設の修繕及び改修を行う。

　　●安来運動公園　　　　　照明灯修繕工事

　●安来公園　　　　　　　照明灯修繕工事

　●広瀬中央公園　　　　　照明灯修繕工事

　●十神山なぎさ公園　　　遊歩道嵩上げ工事

　●早田緑地　　　　　　　フェンス修繕工事

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 公園費

当 初 予 算 額 22,449,000 円

目
的

都市公園は休息、散歩、遊戯運動等に利用
するばかりでなく、環境保全、生活向上、
社会的潤いとして大きく寄与する。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 公園・緑地の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 公園管理費 土木費

事業開始年度 令和2年度 都市計画費

人件費コスト  B 0.6人役 4,365,000 円 総事業費　　A+B 26,814,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共施設 3,900,000 円

そ　の　他 16,000,000 円

一 般 財 源 2,549,000 円

【公園管理事業】 17,449,000円 0円 0円 16,000,000円 1,449,000円

一般財源

【公園等施設改修事業】 5,000,000円 0円 3,900,000円 0円 1,100,000円
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神塚下水路

　日白下水路

その他2路線　実施予定

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 土木建設課

事業進捗度(年度末目標） － 都市下水路費

当 初 予 算 額 5,000,000 円

目
的

雨水・生活雑排水の汚臭及び流水の沈滞を
なくし、快適な生活環境づくりを図る。

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 下水路改良費 土木費

事業開始年度 令和2年度 都市計画費

人件費コスト  B 0.4人役 2,910,000 円 総事業費　　A+B 7,910,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公共等 4,200,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 800,000 円

　まちづくりの基盤となる生活環境保全を図るとともに、雨水及び生活雑排水の汚臭並びに流水の沈滞を解消する
ため、市民生活に密着した下水路の整備に取り組む。

【下水路改良費】 5,000,000円 0円 4,200,000円 0円 800,000円

一般財源
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予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課

事業進捗度(年度末目標） － 下水道費

当 初 予 算 額 578,082,000 円

目
的

公営企業会計負担金費（公共下水道事業）

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 企業会計負担金費（下水道事業・公共） 土木費

事業開始年度 令和2年度 下水道費

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 578,082,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 578,082,000 円

予算に関する説明書ページ数 P65

大事業 都市基盤・生活 担当部署 下水道課

【企業会計負担金費（下水道事業・公共）】 578,082,000円 0円 0円 0円 578,082,000円

一般財源

事業進捗度(年度末目標） － 下水道費

当 初 予 算 額 135,770,000 円

目
的

公営企業会計負担金費（特定環境保全公共
下水道事業）

財
源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 上下水道の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 企業会計負担金費（下水道事業・特定環境保全） 土木費

事業開始年度 令和2年度 下水道費

人件費コスト  B 0.0人役 0 円 総事業費　　A+B 135,770,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 135,770,000 円

【企業会計負担金費（下水道事業・特定環境保全）】 135,770,000円 0円 0円 0円 135,770,000円

一般財源
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使用料外

　市営住宅の修繕工事を適宜行い、入居者の快適な住環境を確保する。

　管理代行等に関する指導、家賃決定等法定業務および一部住宅の入居決定等を行う。

予算に関する説明書ページ数 P67

大事業 都市基盤・生活 担当部署 建築住宅課

事業進捗度(年度末目標） － 住宅管理費

当 初 予 算 額 58,682,000 円

目
的

社会情勢の変化によるニーズの多様化や増
加する住宅困窮者に対する住宅セーフ
ティーネットとしての役割を担うため、公
営住宅を柱に置き、所得の低下や居住水準
の変化に応じた各種の住宅を提供すること
により、入居者の快適な住環境を確保する
とともに、適正な維持管理や環境整備を行
う。

財
源
内
訳

国・県支出金 96,000 円

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 住宅管理費 土木費

事業開始年度   令和2年度 住宅費

人件費コスト  B 2.1人役 15,277,500 円 総事業費　　A+B 73,959,500 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 23,588,000 円

一 般 財 源 34,998,000 円

　市営住宅664戸（公営485戸、特公賃38戸、改良40戸、単独7戸、公社94戸）について、島根県住宅供給公社に管
理運営の委託を行い、効率的で効果的な維持管理や納付指導等を行う。

【市営住宅管理代行及び業務委託事業】 36,767,000円 0円 0円 12,470,000円 24,297,000円

一般財源

【住宅修繕事業】 10,000,000円 0円 0円 10,000,000円 0円

【管理指導事業】 11,915,000円 96,000円 0円 1,118,000円 10,701,000円



50

20 会計 01

25 款 08

項 06

目 01

A

国
県

手数料外

予算に関する説明書ページ数 P67

大事業 都市基盤・生活 担当部署 建築住宅課

事業進捗度(年度末目標） － 住宅管理費

当 初 予 算 額 45,698,000 円

目
的

適切な指導と監督を行うことにより、安来
市の建築行政の健全な発展と秩序ある住環
境に務める。建築物の耐震化の促進、老朽
化による倒壊等危険性のある空き家の対策
を行い安全安心なまちづくりを推進する。

財
源
内
訳

国・県支出金 30,023,000 円

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 建築指導費 土木費

事業開始年度   令和2年度 住宅費

人件費コスト  B 3.8人役 27,645,000 円 総事業費　　A+B 73,343,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 0 円

そ　の　他 786,000 円

一 般 財 源 14,889,000 円

　特定行政庁権限による適切な指導、監督及び事務を行い、安来市の建築行政の健全な発展と秩序ある良好な住環
境の形成、安全安心なまちづくりの推進により、市民サービスの向上を図る。

【木造住宅耐震化等促進事業】 2,738,000円 1,853,000円 0円 0円 885,000円

【建築指導事務等】 3,837,000円 0円 0円 786,000円 3,051,000円

一般財源

【空家等対策事業】 5,207,000円 3,250,000円 0円 0円 1,957,000円

　安来市の既存木造住宅の耐震化等を促進するため、制度要綱に基づいた支援事業を実施する。
〔耐震診断〕
 　木造住宅（着工昭和56年5月31日以前、階数2階以下）の耐震診断費用の一部を助成。
　●耐震診断に要する費用の9/10〔上限6万円〕　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　 【5件】
〔耐震化〕
　木造住宅の耐震診断を行い耐震性が低い（上部構造評点が1.0未満）と判定された木造住宅の耐震化に要する費
用の一部を助成。
　●耐震補強設計に要する費用の2/3〔上限40万円〕　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  【1件】
　●耐震改修工事に要する費用(34,100円/㎡を限度）の23％〔上限83.8万円〕  　　　　  　 　【1件】
　●耐震改修工事と併せて行う住宅修繕工事に要する費用の1/5〔上限80万円〕     　　　　　 【1件】
　●解体工事に要する費用の23％〔上限40万円〕　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　 【1件】

成果指標 現状値 目標値

耐震診断及び耐震改修の助成を行った木造住宅の累積件数 38件 39件

【要安全確認計画記載建築物耐震化促進事業】 32,596,000円 23,930,000円 0円 0円 8,666,000円

　建築物の耐震改修促進法により耐震診断結果の報告が義務付けられた民間の通行障害既存耐震不適格建築物の所
有者に対して補助金を交付することにより、緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を促進する事を目的とし、要安全確
認計画記載建築物（耐震改修促進計画において指定した通行障害既存耐震不適格建築物）の耐震診断、耐震改修、
建替え又は除却に要する費用の一部を助成する。
　●耐震診断　：耐震診断費用（限度額 面積に応じ3,670円/㎡から1,050円/㎡）の5/6　 　　　【4件】
　●耐震改修等：耐震改修等費用（限度額 用途に応じ34,100円/㎡から51,200円/㎡）の2/3　　 【1件】

　安来市空家等対策計画に基づき空き家対策を行うため、老朽危険建築物等除却助成事業、安来市空家等対策協議
会の開催及び特定空家等に対する措置等を実施する。
〔老朽危険建築物等除却助成〕
　老朽化による倒壊等危険性のある建築物の除却により、居住環境及び安全性の向上を図り安全安心なまちづくり
を推進するため、制度要綱に基づいた支援事業を実施する。
　不良住宅及び跡地を地域活性化のために供される空家住宅等の除却工事に要する費用の一部を助成。
　●解体工事に要する費用又は「27,000円/㎡」のいずれか少ない額の4/5〔上限100万円〕      【5件】

【ブロック塀等安全確保助成事業】 1,320,000円 990,000円 0円 0円 330,000円

　大規模地震発生時に予想されるブロック塀等の倒壊または転倒による災害を防止し、避難路の通行者の安全を確
保することを目的として、ブロック塀等の除却および建替えに要する費用の一部を助成する。
　●対象工事に要する費用（補助対象ブロック塀等の長さ1メートル当たり8万円を限度）の2/3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔上限一敷地当たり26.4万円〕　　　　　     　【5件】
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予算に関する説明書ページ数 P67

大事業 都市基盤・生活 担当部署 建築住宅課

事業進捗度(年度末目標） － 住宅建設費

当 初 予 算 額 19,955,000 円

目
的

公営住宅等長寿命化計画に基づき、老朽化
の進む公営住宅等ストックについて順次改
善工事を行い、効率的に長寿命化を図って
いく。財

源
内
訳

国・県支出金 0 円

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 公営住宅等ストック総合改善事業費 土木費

事業開始年度   令和2年度 住宅費

人件費コスト  B 2.4人役 17,460,000 円 総事業費　　A+B 37,415,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他

地　方　債 公営住宅 19,000,000 円

そ　の　他 0 円

一 般 財 源 955,000 円

高齢者又は障害者等の円滑な利
用に供するための設備等の改善

住戸内部の段差解消

浴室・便所の高齢者対応改修

劣化防止、耐久性の向上及び維
持管理の容易化を目的とした設
備等の改善

　第三次安来市公営住宅等長寿命化計画に基づき、既存市営住宅ストックをより効率的かつ長期的に活用するた
め、老朽化の進む既存市営住宅の改善工事を行い優良住宅形成に努める。
　令和2年度は、和田団地2戸、御崎団地2戸、糺団地1戸の高齢者向け住戸改善工事を行う。
　（社会資本整備総合交付金対象事業：交付率＝45％　令和元年度過充当分交付金）

【公営住宅等長寿命化改善事業】 19,955,000円 0円 19,000,000円 0円 955,000円

一般財源

※市営和田団地 ※市営御崎団地 ※市営糺団地
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諸収入

　●地籍調査対象面積　　　　　　　387.07㎢（公有水面等を除く）

　●令和元年度末現地調査済面積　　 95.44㎢

　令和2年度事業計画及び事業費

　●２年目工程（地籍調査・地籍図の作成）

　　　荒島８地区　　　0.05㎢　　　1,507千円荒島８地区　　　0.05㎢　　　1,507千円

　　　安来８地区　　　0.04㎢　　　1,311千円安来８地区　　　0.04㎢　　　1,311千円

　　　梶福留８地区　　2.36㎢　　　4,710千円梶福留８地区　　2.36㎢　　　4,710千円

　 　　計　　　　　2.45㎢　　　7,528千円

　●１年目工程（現地調査・測量）

中津３地区　　　0.13㎢　　　5,996千円

荒島９地区　　　0.04㎢　　　4,048千円

安来９地区　　　0.11㎢　　　7,246千円

梶福留９地区　　0.81㎢　　 28,085千円　　

  　計　　　　　1.09㎢　　 45,375千円

　●付帯事務費

　　事務補助員報酬等　　　　　　　2,384千円

　　推進員報償金、消耗品費ほか　　2,730千円

　●地籍調査結果修正費　　　　　　　100千円

予算に関する説明書ページ数 P67

0 円

土木費

事業開始年度   昭和40年度 用地管理費

事業進捗度(年度末目標） 25.48% 用地管理費

大事業 都市基盤・生活 担当部署 都市政策課

中事業 住環境の整備
予
算
科
目

一般会計

小事業 地籍調査費

【地籍調査事業】 58,117,000円 41,618,000円 0円 6,000円 16,493,000円

　国土調査法に基づき、安来市が事業主体となって、一筆ごとの土地の所有者、地番、地目を調査し、境界の位置
と面積を測量し、登記を行う。

　基本的な作業工程としては、安来市においては調査開始から登記完了までを概ね３年間を要すこととし、１年目
は現地調査・測量、２年目は地籍図・地籍簿を作成し、国・県の許可を得た後に、３年目で登記を行う。

総事業費　　A+B 74,122,000 円

【事業名称】 事業費 国・県支出金 地方債 その他 一般財源

人件費コスト  B 2.2人役 16,005,000 円

そ　の　他 6,000 円

一 般 財 源 16,493,000 円

当 初 予 算 額 58,117,000 円

目
的

土地の権利を明確化することにより、境界
紛争や境界の不明確化を防ぐとともに、固
定資産税の適正化、公共事業の円滑化を図
る。財

源
内
訳

国・県支出金 41,618,000 円

地　方　債


